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中国における電子商取引法の制定
－立法過程の概観と日本法への示唆を踏まえて（日中対訳〔仮訳〕付）
金　　　安　妮
一　はじめに
（一）日本における電子商取引の発展と法的課題
　平成の 30 年間は、情報通信技術（ICT：Information and Communications 
Technology）の急速な発展と普及によって、現代社会の仕組みが大きな変
容を遂げた時代であった。その中でも、インターネットの登場は、電子商取
引（EC：Electronic Commerce）1 をはじめとする新たな経済行為を創出し、
デジタル経済を牽引することとなった。
　2019 年 （ 月に経済産業省が公表した「平成 30 年度我が国におけるデータ
駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）」の報告書によ
れば、201（ 年度における日本国内の消費者向け電子商取引（BtoC-EC）の
市場規模 2 は、約 1（.0 兆円（前年約 1（.（ 兆円、前年比 （.9（% 増）、企業間電
子商取引（BtoB-EC）の市場規模 3 は、約 344.2 兆円（前年約 31（.2 兆円、前
年比 （.1% 増）という推計結果をそれぞれ記録しており、どちらも明確な拡
大傾向を示している。また、消費者向け電子商取引の市場規模の内訳 4 に着
目すると、物販系分野が約 9.3 兆円（前年約 （.（ 兆円、前年比 （.12% 増）、サー
ビス系分野が約 （.7 兆円（前年約 （.0 兆円、前年比 11.（9%）、デジタル系分
野が約 2.0 兆円（前年約 4.（%）を占めている。このことから、近時の消費者
向け電子商取引の特徴としては、従来のインターネットショッピングサイト
やオークションサイトにおける商品の販売を目的とする取引のみならず、オ
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ンラインゲームやスマートフォン用アプリなどの電磁的コンテンツの提供や
販売等を目的とする取引も行われるようになってきていることが指摘されて
いる （。また、今後は、これらに加えて、シェアリングエコノミーやマッチ
ングサービスなどと呼ばれる新たなビジネスモデルに基づく取引がさらに展
開していくことも予想されている （。
　このように、電子商取引は、情報通信技術の発展に依拠して、その取引形
態を多様化させながら、次第に市場規模を拡大させたことによって、経済行
為としての重要性を高めている。しかし、その一方で、2019 年現在、日本では、
電子商取引に特化した法律が制定されておらず、民法や電子契約法、景品表
示法をはじめとする種々の法律による規律が図られているものの、電子商取
引の具体的場面における法律の適用と解釈が必ずしも明確ではない、との問
題点が指摘されている 7。
（二）中国における電子商取引法の制定
　上記のような電子商取引に関する日本法の課題に対して、一定の示唆を与
えうる近時の外国法の動向として、中国における「電子商務法」（以下、電
子商取引法と表記する。）の制定が挙げられる。
　周知のように日本のみならず、電子商取引の市場規模が世界的に拡大傾向
を示している中で、中国の電子商取引市場は特に急速な成長を遂げている。
　2017 年に開催された中国共産党第 19 回全国代表大会において、習近平総
書記が「現代的経済体系を構築するためには、経済発展の力点を実体経済に
置き、供給体系の質的向上に注力し、我が国の経済の質的優位性を著しく高
めなければならない。製造強国の実現を加速させ、先進的製造業の発展を加
速させ、インターネット、ビッグデータ、人工知能と実体経済との高度な融
合を促進し、ミドル・ハイエンドの消費、イノベーション、グリーン・低炭
素、シェアリングエコノミー、現代サプライチェーン、人的資本サービス等
の領域において、新たな成長ポイントを育成し、新たな原動力を形成する （」
と述べたことからも分かるように、近年の中国では、インターネットをはじ
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めとする情報通信技術に依拠した経済発展が目指されている。中国国家統計
局のデータによれば、201（ 年の中国全国における電子商取引の取引額 9 は、
前年比 （.（% 増の 31 兆 （300 億元（約 47（ 兆円）、インターネット小売市場の
取引額 10 は、前年比 23.9% 増の 9 兆 100 億元（約 13（ 兆円）に達しており、
今後も、現在インターネット小売市場の取引額の （2.（% を占めている消費者
向け電子商取引を中心とした発展が見込まれている 11。
　しかし、このような電子商取引の急速な発展に伴い、個人情報の違法収
集、濫用、漏洩といった問題が多発するようになり、知的財産権の侵害やイ
ンターネットショッピングにおける粗悪なコピー商品の販売といった行為も
数多く見受けられるようになった 12。そこで、電子商取引における取引の安
全を確保し、こうした違法行為に対する管理体制を強化することを目的とし
て、201（ 年 （ 月に、電子商取引法が制定された。
（三）本稿の構成
　2019 年 1 月より施行されている中国の電子商取引法は、電子商取引に特
化した法律として、後述するように、消費者保護に関して比較的詳細な規定
を置いている点で、日本法に対して一定の示唆を与えうる。また、中国で電
子商取引を手がける外国企業も同法の適用対象となることから、日本企業の
取引実務に対しても影響を与える点で、重要な意義を有する。
　そこで、本稿では、電子商取引法の立法過程を概観し（二）、その全文和訳（仮
訳）を試みた上で（三）、消費者保護の観点から同法が日本法に対して与え
うる示唆を明らかにする（四）。
二　電子商取引法の立法過程
（一）概要
　電子商取引法は、全国人民代表大会財政経済委員会の主導のもとで、2013
年末に、起草作業が開始され、全国人民代表大会常務委員会による 4 度の審
議と、3 度のパブリックコメントの実施を経て、201（ 年 （ 月 31 日に開催さ
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れた第 13 期全国人民代表大会常務委員会第 （ 回会議において可決・成立し、
2019 年 1 月 1 日より施行されている。
　以下では、電子商取引法の全文和訳を試みるための手始めとして、財政経
済委員会の主導のもとで作成された第一草案をはじめ、常務委員会による審
議やパブリックコメント等による修正を受けて作成された第二草案から最終
草案までを含む、全 （ つの草案を中心に、同法の立法過程を概観しておく。
（二）第一草案 13
　中国における電子商取引法の立法作業は、2013 年の終わりから開始され
た。同年 12 月、全国人民代表大会財政経済委員会による主導のもとで電子
商取引法の立法作業が開始され、国務院の 12 部門が参加する電子商取引法
の起草グループが立ち上げられた。起草グループは、まず、当時施行されて
いた電子商取引の関連法律、関連法規を整理し、電子商取引に関する 1（ の
重要課題を選定した。その上で、これらの課題に関する研究を行い、30 を
超える研究報告書を作成した。つぎに、起草グループによる研究結果を踏ま
えて、電子商取引の関係部門、地方人民代表大会、大学、電子商取引企業、
業界協会等が協力して、4 つの電子商取引法立法綱領と 2 つの草案建議稿を
考案した。
　この草案建議稿をもとに、草案初稿をまとめるにあたって、起草グループ
は、幅広い意見を取り入れるために、様々な調査、座談会、シンポジウム
を開催した。また、国際機関や諸外国の経験に対する理解を深めるために、
2 度にわたって国際シンポジウムを開催し、国際連合国際商取引法委員会
（UNCITRAL）やアメリカ、EU、日本、シンガポール等の専門家を招いて、
電子商取引の各種テーマに関する議論が重ねられた。
　国内外の意見を幅広く取り入れた草案初稿は、国務院関係部門の意見に基
づく修正を経て、草案討論稿として、201（ 年 4 月 29 日に、電子商取引法起
草グループ主導チームによる同意を得て、その後、各省市区人民代表大会財
政経済委員会に送付され、各地の関係部門、企業、専門家、特に全国人民代
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表大会代表、地方人民代表大会代表の意見に基づいて、修正が加えられた。
201（ 年 7 月 19 日、全国人民代表大会財政経済委員会は、第 49 回全体会議
を開催し、委員の意見による修正を加えた上で、当該草案を可決した。これ
を受けて、全国人民代表大会常務委員会は、国務院の各部門に対する意見聴
取を依頼し、財政経済委員会は、国務院の （1 の部門から出された 1（（ の意
見のうち、139 の意見を反映させる形で修正を加え、第一草案を完成させた。
　第一草案は、総則、電子商取引経営主体、電子商取引における取引とサー
ビス、電子商取引における取引保障、クロスボーダー電子商取引、監督管理、
法律責任と附則の合計 （ 章、94 条から構成されており、以下の点で特徴的
であった。
　①電子商取引法の適用対象を明確にするために、電子商取引を「インター
ネット等の情報ネットワークを通じて商品の取引やサービスの取引を行う経
営活動」と定義した点。
　②電子商取引経営主体に関する明確な規定を置き、一般の電子商取引経営
者と第三者プラットフォームを区別し、第三者プラットフォームに対して、
経営者の審査、取引規則の公開、重要情報の公示、取引記録の保管等を義務
付けた点。
　③電子商取引の特性を踏まえて、電子商取引当事者の行為能力を推定する
規定を設け、電子契約の成立、自動取引情報システム、電子契約における錯
誤に関する規定を置いた点。
　④電子商取引における取引の安全を確保するために、データ情報の利用・
保護、電子商取引経営主体の知的財産権の保護、プラットフォームの責任、
不正競争の禁止、商品・サービスに関する正確な情報の公示や質保証による
消費者保護について規定している点。
（三）第二草案 14
　201（ 年 12 月 19 日、第 12 期全国人民代表大会常務委員会は、第 2（ 回会
議において、第一草案に関する審議を行った。その後、法制工作委員会は、
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各省、自治区、直轄市、中央関係部門、企業、研究機構に第一草案を送付し、
広く意見を聴取するとともに、中国人民代表大会の公式ホームページ上で全
文を公開し、同年 12 月 27 日から 2017 年 1 月 2（ 日にかけて、パブリックコ
メントを実施した。
　法律委員会と法制工作委員会は、各方面から寄せられた意見を検討し、財
政経済委員会、国務院法制事務室、中央サイバーセキュリティ・情報化指導
チーム事務室、商務部、国家工商行政管理総局等の部門と意見交換を行った
結果、電子商取引が急速に発展しており、新たなビジネスモデルが次々に構
築されていることを踏まえて、以下の修正方針を打ち立てた。すなわち、第
一に、経営の規制と発展の促進を両立させる、第二に、電子商取引経営者の
うち、特に、プラットフォーム経営者に対する規制に焦点を当て、プラット
フォーム経営者の義務と責任に関する規定を補完する、第三に、関係部門の
理解が一致していない問題については、明文化を見送るか、または、原則規
定のみを設ける、第四に、関連法律に規定がある内容については、重複する
規定を設けることなく、関連法律との接続性を確保する規定を設ける、とい
うものである。
　このような修正方針に基づいて、法律委員会は、2017 年 9 月 29 日と 10
月 17 日に、2 度にわたって会議を開催し、常務委員会の委員による審議と
各方面の意見を踏まえて、第一草案に関する逐条審議を行い、第二草案を完
成させた。その主な内容 1（ は、以下のとおりである。
　①電子商取引法の適用範囲を明確にするために、中国国内の電子商取引活
動に限定した。また、電子商取引経営者をプラットフォーム経営者、プラッ
トフォーム内経営者、ウェブサイト自作経営者に分類した。さらに、一部業
界や領域の特殊性を考慮して、金融類製品とサービス、情報ネットワークを
利用した音声・映像番組、出版、文化製品等のサービスに対しては、電子商
取引法を適用しない旨を定めた。
　②電子商取引の特徴を捉えて、電子商取引経営者、とりわけプラットフォー
ム経営者の義務と責任に関する規定に力点を置いて、実名制の導入、公平取
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引、知的財産権の保護、個人情報の保護、サイバーセキュリティの保障を定
めた。
　③電子商取引における契約の成立と履行に関するルールを確立させるため
に、当事者の行為能力、契約の成立、電子商取引経営者の告知義務、宅配物
流サービス、電子決済の責任負担等に関する規定を置いた。
　④消費者の知る権利、選ぶ権利、身体と財産の安全を保護するために、不
法行為法と消費者保護法の関連規定を基礎として、電子商取引経営者、とり
わけプラットフォーム経営者の責任について、比較的詳細な規定を置いた。
　⑤電子商取引の促進に関する章を設けて、オンライン・オフライン産業の
融合、農村における電子商取引とクロスボーダー電子商取引の発展を促進し、
電子商取引に関する信用システムの構築を推進する等の観点から、電子商取
引の発展に関する政策を支持すると規定した。
　⑥電子商取引に関する紛争の解決方法、契約と取引記録の原本の提供、オ
ンライン紛争解決機関に関する規定を置いた。
　⑦電子商取引法の規定に違反した場合の法的責任について定めた。
（四）第三草案 16
　上記の第二草案について憲法・法律委員会と法制工作委員会は、関係者か
ら意見を募るとともに、共同研究を実施した。また憲法・法律委員会は、財
政経済委員会、中央セイバーセキュリティ・情報化委員会事務室、司法部、
国家市場監督管理総局関係責任者が出席した 201（ 年 （ 月 （ 日の会議におい
て、常務委員会による審議と関係者の意見、そして 2017 年 11 月 7 日から
2017 年 11 月 2（ 日に実施されたパブリックコメントの結果を踏まえて、第
二草案に関する逐条審議を行った。（ 月 12 日には、再度審議を行った結果、
第二草案に対して、主に以下のような修正を加えて、第三草案を完成させた。
　①電子商取引経営者の定義について、「WeChat やインターネットのライ
ブ配信等の方法によって商品を販売し、サービスを提供する経営者も含まれ
る」との指摘があったことから、「本法にいう電子商取引経営者とは、インター
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ネット等の情報ネットワークを通じて、商品の販売又はサービスの提供等の
経営活動に従事する自然人、法人及び非法人組織を指し、電子商取引プラッ
トフォーム経営者、プラットフォーム内経営者及び自作ウェブサイト、その
他のネットワークサービスを通じて商品を販売し、サービスを提供する電子
商取引経営者を含む」との規定に変更した。
　②電子商取引経営者の登記義務については、第一草案の起草当初から、す
べての個人経営者に対して登記義務を課すべきか、それとも、行政許可を必
要とする経営活動を行う個人経営者にのみ登記義務を課すべきか、との議論
が存在していた。そこで、憲法・法律委員会と法制工作委員会は、「わが国
の商事登記及び税収徴収管理制度を総合的に考慮し、オンラインとオフライ
ンの公平な競争を実現するためには、電子商取引経営者の登記義務を規定す
る必要があるものの、その一方で、個人経営者の多くは、取引の頻度が低く、
少額であるため、プラットフォームによる身分審査が義務付けられているこ
とに鑑みると、登記を義務付ける必要はない」との判断に基づいて、「個人
が零細かつ少額な取引活動に従事する場合は、市場主体登記をする必要はな
い」、「本法の規定によって市場主体登記をする必要のない電子商取引経営者
は、初回の納税義務が発生した後、税収徴収管理に関する法律、行政法規の
規定に従い、税務登記をし、かつ事実に即して申告納税を行わなければなら
ない」との規定を付け加えた。
　③電子商取引における消費者保護について、「実務では、一部の電子商取
引経営者が行動ターゲティング広告を行い、サービス情報による誤認が発生
していることに加えて、商品の抱き合わせ販売、保証金の返還、約款による
契約等に際して不合理な行為が存在することによって、消費者の権利が侵害
されている」との意見が示されたことから、「電子商取引経営者は、消費者
の趣味嗜好、消費習慣等の特徴によって、消費者に商品又はサービスの宣伝
を行う場合、当該消費者に対して、その個人の特徴に依らない選択肢を同時
に提供し、消費者の合法的権益を尊重し、平等に保護しなければならない」、
「電子商取引経営者は、商品又はサービスの抱き合わせ販売をするにあたっ
（3（）
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て、顕著な方式で消費者に注意喚起をしなければならず、商品又はサービス
の抱き合わせ販売をデフォルトの選択肢としてはならない」、「電子商取引経
営者は、約定に従って消費者から保証金を受け取る場合、保証金返還の方式、
手続を明示しなければならず、保証金返還について不合理な条件を付しては
ならない。消費者が保証金返還を申請し、保証金返還の条件を満たす場合、
電子商取引経営者は、直ちに返還しなければならない」、「電子商取引経営者
は、約款等の方式によって消費者による代金支払後における契約の不成立を
約してはならない。約款等に当該内容が含まれている場合、当該内容は無効
である」との規定が付け加えられた。 
　④電子商取引経営者に対する規制として、「電子商取引経営者の市場支配
的地位の濫用と、電子商取引プラットフォーム経営者がプラットフォーム内
経営者のその他のプラットフォームにおける経営活動を制限する行為は、明
確に禁ずるべきである」との指摘がなされたことから、「電子商取引経営者
は、その技術的優位性、ユーザー数、関連業界に対するコントロール能力及
びその他の経営者の当該電子商取引経営者に対する取引上の依頼度等の要素
によって市場支配的地位を有する場合、市場支配的地位を濫用して、競争を
排除、制限してはならない」との規定が新設された。また、プラットフォー
ム内経営者に対する禁止については、「電子商取引プラットフォーム経営者
は、サービス規約、取引規則及び技術等の手段を利用し、プラットフォーム
内経営者のプラットフォーム内における取引、取引価格及び他の経営者との
取引等を不合理に制限し、又は不合理な条件を付し、又はプラットフォーム
内経営者から不合理な費用を徴収してはならない」との規定内容に修正され
た。
　⑤電子商取引プラットフォームによる消費者保護について、「電子商取引
プラットフォームが、プラットフォーム内における粗悪なコピー商品の販売
等の行為に対して、直ちに対応を講じなかったことによって、消費者の保
護を図ることができなかった場合には、消費者に対する責任を明確かつ詳細
に定める必要がある」との指摘がなされたことから、「電子商取引プラット
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フォーム経営者は、プラットフォーム内経営者が販売する商品又は提供する
サービスが身体、財産の安全を保障するという要求に適合しないか、又はそ
の他の消費者の合法的権益を侵害する行為があることを知っていたか又は知
るべきであったが、必要な措置を講じなかった場合、法に従い、当該プラッ
トフォーム内経営者と連帯責任を負う」との規定が付け加えられた。
（五）第四草案 17
　第 13 期全国人民代表大会常務委員会は、201（ 年 （ 月 19 日に開催された
第 3 回会議において、上記の第三草案に関する審議を行った後、同年 （ 月
29 日から 7 月 2（ 日にかけてパブリックコメントを実施した。また、憲法・
法律委員会は、財政経済委員会、中央サイバーセキュリティ・情報化委員会
事務室、司法部、国家市場監督管理総局の関係責任者が出席した 7 月 2（ 日
の会議で、常務委員会による審議と各方面の意見を踏まえて、第三草案に関
する逐条審議を行い、（ 月 20 日にも再度審議を行った。その結果、以下の
内容を中心に、第三草案を修正し、第四草案を完成させた。
　①電子商取引のグリーン発展に関して、「電子商取引を行うにあたっては、
グリーン発展の理念を徹底し、環境保護義務を履行しなければならないため、
電子商取引法においても、この点に言及する規定を設けるべき」との意見が
出されたことから、「国務院と県級以上の地方人民政府及びその関係部門は、
グリーン包装、倉庫寄託、輸送を推進し、電子商取引のグリーン発展を推進
する措置を講じなければならない」との規定が新設された。
　②クロスボーダー電子商取引への適用に関して、「クロスボーダー電子商
取引が適用対象となることを明記すべきである」との指摘がなされたことか
ら、「草案の規定に照らして、中国国内の電子商取引経営者が消費者のため
に国外で商品等を調達するクロスボーダー電子商取引は、適用対象となる。
また、中国の消費者が国外から商品を購入する等の電子商取引活動ついても、
渉外民事法律関係適用法の規定に従い、電子商取引法における消費者保護の
規定を適用することができる。さらに、クロスボーダー電子商取引に従事す
（40）
特集・中国電子商取引法の研究
31（
る際には、中国の輸出入監督管理に関する法律、行政法規を遵守しなければ
ならない」との判断に基づいて、「電子商取引経営者がクロスボーダー電子
商取引に従事する場合は、輸出入の監督管理に関する法律、行政法規を遵守
しなければならない」との規定が新設された。
　③消費者の生命健康に関わる商品とサービスに関して、審査義務と安全保
障義務を怠った電子商取引プラットフォーム経営者による連帯責任の負担に
対して、「プラットフォーム経営者に過度の責任を負わせている」との批判
があったことから、「相応の補充責任を負う」との規定内容に修正された。
　④電子商取引経営者が不合理にプラットフォーム内経営者の取引を制限
し、プラットフォーム内経営者による知的財産権侵害行為に対する必要措置
を講じなかったことによる罰金の金額を「（ 万元以上 20 万元以下、情状が
重い場合は、20 万元以上 （0 万元以下」から「（ 万元以上 （0 万元以下、情状
が重い場合は、（0 万元以上 200 万元以下」に引き上げた。
（六）最終草案 18
　上記の第四草案に対して、常務委員会第 （ 回会議は、「比較的成熟してい
るため、さらなる修正を加えた上で、第 （ 回会議で採決に付す」との共通見
解を示したが、一部の常務委員と出席者から、修正意見が示された。これを
受けて、憲法・法律委員会は、（ 月 29 日、全国人民代表大会財政経済委員会、
中央サイバーセキュリティ・情報化委員会事務室、司法部、国家市場監督管
理総局の関係責任者が出席した会議の場で、以下の修正意見を提示し、（ 月
31 日には、これらを反映させた最終草案を常務委員会に上程した。
　①電子商取引経営者の環境保護義務と、宅配物流サービス提供者のグリー
ン包装義務について、「これを強化すべきである」との指摘がなされたこと
から、「電子商取引経営者が販売する商品又は提供するサービスは、『環境保
護の要求』に適合しなければならない」、「宅配物流サービスプロバイダは、
規定に従い、環境保護に資する梱包資材を使用し、梱包資材の削減と再利用
を実現しなければならない」との規定を新設する。
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　②電子商取引経営者による消費者に対する広告の配信行為についても、「電
子商取引経営者が消費者の個人の特徴に依拠して商品やサービスの検索結果
を提供する場合と同様に、相応の規定を設けるべきである」との意見が示さ
れたことから、「電子商取引経営者が消費者に広告を配信する場合、中華人
民共和国広告法の関連規定を遵守しなければならない」との規定を新設する。
　③電子商取引プラットフォーム経営者が資質・資格の審査義務と、消費者
の安全保障義務を履行しなかった場合の責任について、「不履行の実態は複
雑であるため、実際の状況に応じて、法律に基づいて責任を認定することも
考えられる」との指摘がなされたことから、「法律に従い、相応の補充責任
を負う」との規定を「法律に従い、相応の責任を負う」に変更する。また、
行政処分と罰則について、「電子商取引プラットフォーム経営者が本法の規
定に違反し、プラットフォーム内経営者による消費者の合法的権益の侵害行
為に対して必要な措置を講じていなかったか、又はプラットフォーム内経営
者に対して資質・資格審査義務を履行しなかったか、又は消費者に対して安
全保障義務を履行しなかった場合、市場監督管理部門は、期限を定めて是正
を命じ、（ 万元以上 （0 万元以下の罰金に処することができる。情状が重い
場合は、業務停止及び立て直しを命じ、（0 万元以上 200 万元以下の罰金を
併科する」との規定を新設する。
　④知的財産権の侵害行為に関して、知的財産権の権利者が誤った通知を
行ったことによって、プラットフォーム内経営者が損害を受けた場合の民
事責任について、「悪意の通知によって正常な経営活動を妨害する行為には、
懲罰性賠償を加えるべきである」との意見が出されたことから、「誤った通
知によって、プラットフォーム内経営者が損害を与えた場合は、法に従い民
事責任を負う。悪意で誤った通知を送付し、プラットフォーム内経営者に損
失を与えた場合は、2 倍の賠償責任を負う」との規定を新設する。
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三　電子商取引法の日中対訳（仮訳）
　中国の電子商取引法は、上記のような立法過程を経て、201（ 年 （ 月 31 日
に第 13 期全国人民代表大会常務委員会第 （ 回会議において可決、成立した。
同法は、総則、電子商取引経営者（一般規定、電子商取引プラットフォーム
経営者）、電子商取引契約の締結と履行、電子商取引紛争の解決、電子商取
引の促進、法的責任、附則の計 7 章、（9 条から構成されており、その具体
的な規定内容は、以下の通りである。
【中国語原文】 【日本語仮訳】 
第一章 总则 第1章 総則 
■第一条 为了保障电子商务各方主体的
合法权益，规范电子商务行为，维护市场
秩序，促进电子商务持续健康发展，制定
本法。 
■第二条 中华人民共和国境内的电子商
务活动，适用本法。 
  本法所称电子商务，是指通过互联网等
信息网络销售商品或者提供服务的经营活
动。 
  法律、行政法规对销售商品或者提供服
务有规定的，适用其规定。金融类产品和
服务，利用信息网络提供新闻信息、音视
频节目、出版以及文化产品等内容方面的
服务，不适用本法。 
■第 1 条 電子商取引における各主体の合
法的権益を保障し、電子商取引行為を規律
し、市場秩序を維持し、電子商取引の持続
的かつ健全な発展を促進するために、この
法律を制定する。 
■第 2 条 中華人民共和国国内における電
子商取引活動については、この法律を適用
する。 
この法律にいう電子商取引とは、インター
ネット等の情報ネットワークを通じて、商品の
販売又はサービスの提供を行う経営活動を
指す。 
法律、行政法規で商品の販売又はサー
ビスの提供に関する規定がある場合は、そ
の規定を適用する。金融商品とサービス、情
報ネットワークを利用してニュース情報、音
声・映像番組、出版及び文化商品等のコン
テンツを提供するサービスについては、この
法律を適用しない。 
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■第三条 国家鼓励发展电子商务新业
态，创新商业模式，促进电子商务技术研
发和推广应用，推进电子商务诚信体系建
设，营造有利于电子商务创新发展的市场
环境，充分发挥电子商务在推动高质量发
展、满足人民日益增长的美好生活需要、
构建开放型经济方面的重要作用。 
 
 
 
 
■第四条 国家平等对待线上线下商务活
动，促进线上线下融合发展，各级人民政
府和有关部门不得采取歧视性的政策措
施，不得滥用行政权力排除、限制市场竞
争。 
 
 
■第五条 电子商务经营者从事经营活
动，应当遵循自愿、平等、公平、诚信的原
则，遵守法律和商业道德，公平参与市场
竞争，履行消费者权益保护、环境保护、知
识产权保护、网络安全与个人信息保护等
方面的义务，承担产品和服务质量责任，
接受政府和社会的监督。 
 
 
 
■第六条 国务院有关部门按照职责分工
负责电子商务发展促进、监督管理等工
作。县级以上地方各级人民政府可以根据
■第 3 条 国は、電子商取引における新た
な業態の発展、ビジネスモデルの革新を奨
励し、電子商取引に関する技術の研究開発
と応用の普及を促進し、電子商取引に関す
る信用システムの構築を推進し、電子商取
引の革新的発展に有益な市場環境を形成
し、電子商取引による高品質発展の推進、
素晴らしい生活に対する国民の日増しに増
加する需要の満足、開放型経済の構築に対
して重要な役割を十分に発揮する。 
 
■第 4 条 国は、オンラインとオフラインのビ
ジネス活動を平等に扱い、オンラインとオフ
ラインの融合発展を促進し、各級人民政府
及び関係部門は、差別的な政策措置を講じ
てはならず、行政権力を濫用して市場競争
を排除、制限してはならない。 
 
■第 5 条 電子商取引経営者は、経営活動
に従事するにあたって、自由意思、平等、公
平、信義誠実の原則に従い、法律及び商業
道徳を遵守し、公平に市場競争に参加し、
消費者権益保護、環境保護、知的財産権
保護、サイバーセキュリティ及び個人情報保
護等の義務を履行し、製品とサービスの品
質に関する責任を負い、政府と社会による
監督を受けなければならない。 
 
■第 6 条 国務院関係部門は、職責分担に
従い、電子商取引の発展促進、監督管理等
の業務を担当する。県級以上の地方各級人
44）
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本行政区域的实际情况，确定本行政区域
内电子商务的部门职责划分。 
 
 
■第七条 国家建立符合电子商务特点的
协同管理体系，推动形成有关部门、电子
商务行业组织、电子商务经营者、消费者
等共同参与的电子商务市场治理体系。 
 
 
■第八条 电子商务行业组织按照本组织
章程开展行业自律，建立健全行业规范，
推动行业诚信建设，监督、引导本行业经
营者公平参与市场竞争。 
民政府は、各行政地域の実際の状況に応じ
て、各行政地域内における電子商取引の部
門職責の区分を確定することができる。 
 
■第 7 条 国は、電子商取引の特徴に合致
した協同管理システムを構築し、関係部門、
電子商取引業界組織、電子商取引経営
者、消費者等が共同参加する電子商取引
市場統治システムの形成を推進する。 
 
■第 8 条 電子商取引業界組織は、各組織
の定款に従い、業界の自律を発展させ、健
全な業界規範を確立させ、業界の信義誠実
な構築を推進し、各業界の経営者が公平に
市場競争に参加するよう監督、指導する。 
第二章 电子商务经营者 第 2 章 電子商取引経営者 
第一节 一般规定 第 1 節 一般規定 
■第九条 本法所称电子商务经营者，是
指通过互联网等信息网络从事销售商品或
者提供服务的经营活动的自然人、法人和
非法人组织，包括电子商务平台经营者、
平台内经营者以及通过自建网站、其他网
络服务销售商品或者提供服务的电子商务
经营者。 
  本法所称电子商务平台经营者，是指在
电子商务中为交易双方或者多方提供网络
经营场所、交易撮合、信息发布等服务，供
交易双方或者多方独立开展交易活动的法
人或者非法人组织。 
■第 9 条 この法律における電子商取引経
営者とは、インターネット等の情報ネットワー
クを通じて、商品の販売又はサービスの提
供等の経営活動に従事する自然人、法人
及び非法人組織を指し、電子商取引プラッ
トフォーム経営者、プラットフォーム内経営者
及び自作サイト、その他のネットワークサー
ビスを通じて商品の販売又はサービス提供
を行う電子商取引経営者を含む。 
この法律における電子商取引プラットフォ
ーム経営者とは、電子商取引において、取
引の両当事者又は複数当事者にネットワー
ク上の経営場所、取引仲介、情報配信等の
サービスを提供し、取引の両当事者又は複
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  本法所称平台内经营者，是指通过电子
商务平台销售商品或者提供服务的电子商
务经营者。 
 
 
 
 
■第十条 电子商务经营者应当依法办理
市场主体登记。但是，个人销售自产农副
产品、家庭手工业产品，个人利用自己的
技能从事依法无须取得许可的便民劳务活
动和零星小额交易活动，以及依照法律、
行政法规不需要进行登记的除外。 
 
 
 
 
■第十一条 电子商务经营者应当依法履
行纳税义务，并依法享受税收优惠。 
  依照前条规定不需要办理市场主体登
记的电子商务经营者在首次纳税义务发生
后，应当依照税收征收管理法律、行政法
规的规定申请办理税务登记，并如实申报
纳税。 
 
 
 
■第十二条 电子商务经营者从事经营活
动，依法需要取得相关行政许可的，应当
依法取得行政许可。 
 
数当事者に独立した取引活動を展開させる
法人又は非法人組織を指す。 
この法律におけるプラットフォーム内経営
者とは、電子商取引プラットフォームを通じ
て、商品の販売又はサービスの提供を行う
電子商取引経営者を指す。 
 
■第 10 条 電子商取引経営者は、法に従
い市場主体登記を行わなければならない。
ただし、個人が自家製農業副産物、家庭手
工業製品を販売する場合、個人が自己の技
能を利用して法に従い許可の取得を必要と
しない国民に便利な労務活動及び零細か
つ少額な取引活動に従事する場合、及び法
律、行政法規に従い登記を必要としない場
合を除く。 
 
■第 11 条 電子商取引経営者は、法に従
い納税義務を履行し、法に従い税収優遇を
享受しなければならない。 
前条の規定により市場主体登記を行う
必要のない電子商取引経営者は、初回の
納税義務が発生した後に、税収徴収管理に
関する法律、行政法規の規定に従い、税務
登記を申請し、かつ事実に即して申告納税
を行わなければならない。 
 
■第 12 条 電子商取引経営者は、経営活
動に従事するにあたって、法に従い関連す
る行政許可の取得を必要とする場合、法に
従い行政許可を取得しなければならない。 
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■第十三条 电子商务经营者销售的商品
或者提供的服务应当符合保障人身、财产
安全的要求和环境保护要求，不得销售或
者提供法律、行政法规禁止交易的商品或
者服务。 
 
 
■第十四条 电子商务经营者销售商品或
者提供服务应当依法出具纸质发票或者电
子发票等购货凭证或者服务单据。电子发
票与纸质发票具有同等法律效力。 
 
 
 
■第十五条 电子商务经营者应当在其首
页显著位置，持续公示营业执照信息、与
其经营业务有关的行政许可信息、属于依
照本法第十条规定的不需要办理市场主体
登记情形等信息，或者上述信息的链接标
识。 
  前款规定的信息发生变更的，电子商务
经营者应当及时更新公示信息。 
 
 
 
■第十六条 电子商务经营者自行终止从
事电子商务的，应当提前三十日在首页显
著位置持续公示有关信息。 
 
 
■第 13 条 電子商取引経営者が販売する
商品又は提供するサービスは、人身、財産
の安全保障の要求及び環境保護の要求に
適合しなければならず、法律、行政法規に
おいて取引が禁止されている商品又はサー
ビスを販売又は提供してはならない。 
 
■第 14 条 電子商取引経営者は、商品販
売又はサービス提供にあたって、法に従い
紙の領収書又は電子領収書等の購入証明
書又はサービス明細書を発行しなければな
らない。電子領収書と紙の領収書は、同等
の法的効力を有する。 
 
■第 15 条 電子商取引経営者は、そのトッ
プページの顕著な位置に、営業許可証情
報、及びその経営業務に関連する行政許可
情報、この法律の第10条に規定する市場主
体登記を必要としない場合に該当する等の
情報、又は上記情報のハイパーリンクを継
続的に公示しなければならない。 
前項に規定する情報に変更が生じた場
合、電子商取引経営者は、直ちに公示情報
を更新しなければならない。 
 
■第 16 条 電子商取引経営者は、自ら電
子商取引を終了する場合、30 日前からトッ
プページの顕著な位置に関連情報を継続
的に公示しなければならない。 
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■第十七条 电子商务经营者应当全面、
真实、准确、及时地披露商品或者服务信
息，保障消费者的知情权和选择权。电子
商务经营者不得以虚构交易、编造用户评
价等方式进行虚假或者引人误解的商业宣
传，欺骗、误导消费者。 
 
 
 
■第十八条 电子商务经营者根据消费者
的兴趣爱好、消费习惯等特征向其提供商
品或者服务的搜索结果的，应当同时向该
消费者提供不针对其个人特征的选项，尊
重和平等保护消费者合法权益。 
  电子商务经营者向消费者发送广告的，
应当遵守《中华人民共和国广告法》的有关
规定。 
 
 
 
■第十九条 电子商务经营者搭售商品或
者服务，应当以显著方式提请消费者注
意，不得将搭售商品或者服务作为默认同
意的选项。 
 
 
■第二十条 电子商务经营者应当按照承
诺或者与消费者约定的方式、时限向消费
者交付商品或者服务，并承担商品运输中
的风险和责任。但是，消费者另行选择快
递物流服务提供者的除外。 
■第 17 条 電子商取引経営者は、商品又
はサービスに関する情報を全面的に、切
実に、確実に、即時に開示し、消費者の知
る権利と選ぶ権利を保障しなければなら
ない。電子商取引経営者は、取引の虚構、
ユーザー評価の捏造等の方式によって虚偽
の又は誤認を生じさせる商業宣伝をして、
消費者を欺罔し、誤解させてはならない。 
 
■第 18 条 電子商取引経営者は、消費者
の趣味嗜好、消費習慣等の特徴によって消
費者に商品又はサービスの検索結果を提
供する場合、当該消費者にその個人の特徴
に依らない選択肢を同時に提供し、消費者
の合法的権益を尊重し、平等的に保護しな
ければならない。 
電子商取引経営者は、消費者に広告を
配信する場合、「中華人民共和国広告法」
の関連規定を遵守しなければならない。 
 
■第 19 条 電子商取引経営者は、商品又
はサービスを抱き合わせ販売するにあたっ
て、顕著な方式で消費者に注意喚起をしな
ければならず、商品又はサービスの抱き合
わせ販売をデフォルトの選択肢としてはなら
ない。 
■第 20 条 電子商取引経営者は、承諾又
は消費者と約した方式、期限に従い、消費
者に商品又はサービスを交付し、かつ商品
輸送中におけるリスクと責任を負わなければ
ならない。ただし、消費者が他の宅配物流
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■第二十一条 电子商务经营者按照约定
向消费者收取押金的，应当明示押金退还
的方式、程序，不得对押金退还设置不合
理条件。消费者申请退还押金，符合押金
退还条件的，电子商务经营者应当及时退
还。 
 
 
 
■第二十二条 电子商务经营者因其技术
优势、用户数量、对相关行业的控制能力
以及其他经营者对该电子商务经营者在交
易上的依赖程度等因素而具有市场支配地
位的，不得滥用市场支配地位，排除、限制
竞争。 
 
 
■第二十三条 电子商务经营者收集、使
用其用户的个人信息，应当遵守法律、行
政法规有关个人信息保护的规定。 
 
 
■第二十四条 电子商务经营者应当明示
用户信息查询、更正、删除以及用户注销
的方式、程序，不得对用户信息查询、更
正、删除以及用户注销设置不合理条件。 
  电子商务经营者收到用户信息查询或
者更正、删除的申请的，应当在核实身份
サービスプロバイダを選択した場合は、この
限りでない。 
 
■第 21 条 電子商取引経営者は、約定に
従って消費者から保証金を受け取る場合、
保証金返還の方式、手続を明示しなければ
ならず、保証金返還について不合理な条件
を付してはならない。消費者が保証金返還
を申請し、保証金返還の条件を満たす場
合、電子商取引経営者は直ちに返還しなけ
ればならない。 
 
■第 22 条 電子商取引経営者は、その技
術上的優位性、ユーザー数、関連業界に対
するコントロール能力及びその他の経営者
の当該電子商取引経営者に対する取引上
の依頼度等の要素によって市場支配的地
位を有する場合には、市場支配的地位を濫
用して、競争を排除、制限してはならない。 
 
■第 23 条 電子商取引経営者は、そのユ
ーザーの個人情報を収集、使用する場合に
は、法律、行政法規の個人情報保護に関す
る規定を遵守しなければならない。 
 
■第 24 条 電子商取引経営者は、ユーザ
ー情報の閲覧、訂正、削除及びユーザー登
録の削除の方式、手続を明示しなければな
らず、ユーザー情報の閲覧、訂正、削除及
びユーザー登録の削除について不合理な
条件を付してはならない。 
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后及时提供查询或者更正、删除用户信
息。用户注销的，电子商务经营者应当立
即删除该用户的信息；依照法律、行政法规
的规定或者双方约定保存的，依照其规
定。 
 
 
 
 
 
 
■第二十五条 有关主管部门依照法律、
行政法规的规定要求电子商务经营者提供
有关电子商务数据信息的，电子商务经营
者应当提供。有关主管部门应当采取必要
措施保护电子商务经营者提供的数据信息
的安全，并对其中的个人信息、隐私和商
业秘密严格保密，不得泄露、出售或者非
法向他人提供。 
 
 
 
 
■第二十六条 电子商务经营者从事跨境
电子商务，应当遵守进出口监督管理的法
律、行政法规和国家有关规定。 
電子商取引経営者は、ユーザー情報の
閲覧又は訂正、削除の申請を受け取った場
合には、本人確認を行った後直ちにユーザ
ー情報の閲覧の提供又は訂正、削除を行
わなければならない。 
ユーザーが登録の削除を行った場合、電
子商取引経営者は、直ちに当該ユーザー
の情報を削除しなければならない。法律、行
政法規の規定又は双方の約定に従い保存
する場合は、その規定に従う。 
 
■第 25 条 関係主管部門が法律、行政法
規の規定に従い、電子商取引経営者に関
係する電子商取引のデータ情報の提供を
要求した場合、電子商取引経営者は、これ
を提供しなければならない。関係主管部門
は、必要な措置を講じて電子商取引経営者
が提供したデータ情報の安全を保護し、そ
の中の個人情報、プライバシー及び営業秘
密を厳格に保持しなければならず、これを漏
洩、売却又は不法に他人に提供してはなら
ない。 
 
■第 26 条 電子商取引経営者は、クロスボ
ーダー電子商取引に従事する場合には、輸
出入監督管理に関する法律、行政法規及
び国の関連規定を遵守しなければならな
い。 
第二节 电子商务平台经营者 第 2 節 電子商取引プラットフォーム経営者 
■第二十七条 电子商务平台经营者应当
要求申请进入平台销售商品或者提供服务
■第 27 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、プラットフォームにおける商品の販
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的经营者提交其身份、地址、联系方式、行
政许可等真实信息，进行核验、登记，建立
登记档案，并定期核验更新。 
  电子商务平台经营者为进入平台销售
商品或者提供服务的非经营用户提供服
务，应当遵守本节有关规定。 
 
 
 
 
 
 
■第二十八条 电子商务平台经营者应当
按照规定向市场监督管理部门报送平台内
经营者的身份信息，提示未办理市场主体
登记的经营者依法办理登记，并配合市场
监督管理部门，针对电子商务的特点，为
应当办理市场主体登记的经营者办理登记
提供便利。 
  电子商务平台经营者应当依照税收征
收管理法律、行政法规的规定，向税务部
门报送平台内经营者的身份信息和与纳税
有关的信息，并应当提示依照本法第十条
规定不需要办理市场主体登记的电子商务
经营者依照本法第十一条第二款的规定办
理税务登记。 
 
 
 
 
売又はサービスの提供を申請する経営者に
対して、その身分、住所、連絡先、行政許可
等に関する真実の情報を提出するよう要求
し、審査、登録を行い、登録情報を記録し、
かつ定期的に審査、更新しなければならな
い。 
電子商取引プラットフォーム経営者は、プ
ラットフォームにおいて商品を販売し、又は
サービスを提供する非経営者ユーザーにサ
ービスを提供する場合には、本節の関連規
定を遵守しなければならない。 
 
■第 28 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、規定に従い市場監督管理部門に
プラットフォーム内経営者の身分情報を送
付し、市場主体登記をしていない経営者に
対して、法に従い登記するよう指示し、かつ
市場監督管理部門に協力して、電子商取引
の特徴に応じて、市場主体登記をしなけれ
ばならない経営者の登記に対して便宜を図
らなければならない。 
電子商取引プラットフォーム経営者は、税
収徴収管理に関する法律、行政法規の規
定に従い、税務部門にプラットフォーム内経
営者の身分情報及び納税に関する情報を
送付し、かつこの法律の第 10 条の規定に従
い市場主体登記を必要としない電子商取引
経営者に対して、この法律の第 11 条第 2 項
の規定に従い税務登記を行うよう指示しなけ
ればならない。 
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■第二十九条 电子商务平台经营者发现
平台内的商品或者服务信息存在违反本法
第十二条、第十三条规定情形的，应当依
法采取必要的处置措施，并向有关主管部
门报告。 
 
 
 
■第三十条 电子商务平台经营者应当采
取技术措施和其他必要措施保证其网络安
全、稳定运行，防范网络违法犯罪活动，有
效应对网络安全事件，保障电子商务交易
安全。 
  电子商务平台经营者应当制定网络安
全事件应急预案，发生网络安全事件时，
应当立即启动应急预案，采取相应的补救
措施，并向有关主管部门报告。 
 
 
 
 
 
 
■第三十一条 电子商务平台经营者应当
记录、保存平台上发布的商品和服务信
息、交易信息，并确保信息的完整性、保密
性、可用性。商品和服务信息、交易信息保
存时间自交易完成之日起不少于三年；法
律、行政法规另有规定的，依照其规定。 
 
 
■第 29 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、プラットフォーム内の商品又はサー
ビス情報において、この法律の第 12 条、第
13 条の規定に違反する状況が存在すること
を発見した場合には、法に従い必要な処置
措置を講じ、関係主管部門に報告しなけれ
ばならない。 
 
■第 30 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、技術的措置及びその他の必要な
措置を講じて、そのサイバーセキュリティ、安
定稼働を保証し、ネットワークにおける違法
な犯罪活動を予防し、サイバーセキュリティ
事件に効果的に対処し、電子商取引におけ
る取引の安全を保障しなければならない。 
電子商取引プラットフォーム経営者は、サ
イバーセキュリティ事件の緊急対応マニュア
ルを策定しなければならず、サイバーセキュ
リティ事件が発生した場合には、直ちに緊急
対応を実施し、相応の救済措置を講じ、か
つ関係主管部門に報告しなければならな
い。 
 
■第 31 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、プラットフォーム上に掲載された商
品及びサービスの情報、取引情報を記録、
保存し、かつ情報の完全性、機密性、可用
性を確保しなければならない。商品及びサ
ービスの情報、取引情報の保存期間は、取
引が完了した日から 3 年以上とする。法律、
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■第三十二条 电子商务平台经营者应当
遵循公开、公平、公正的原则，制定平台服
务协议和交易规则，明确进入和退出平
台、商品和服务质量保障、消费者权益保
护、个人信息保护等方面的权利和义务。 
 
 
 
 
■第三十三条 电子商务平台经营者应当
在其首页显著位置持续公示平台服务协议
和交易规则信息或者上述信息的链接标
识，并保证经营者和消费者能够便利、完
整地阅览和下载。 
 
 
 
■第三十四条 电子商务平台经营者修改
平台服务协议和交易规则，应当在其首页
显著位置公开征求意见，采取合理措施确
保有关各方能够及时充分表达意见。修改
内容应当至少在实施前七日予以公示。 
  平台内经营者不接受修改内容，要求退
出平台的，电子商务平台经营者不得阻
止，并按照修改前的服务协议和交易规则
承担相关责任。 
 
 
行政法規に別段の規定がある場合は、その
規定に従う。 
 
■第 32 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、公開、公平、公正の原則に従いプ
ラットフォームサービス規約及び取引規則を
制定し、プラットフォームにおける出店及び
閉店、商品及びサービスの品質保障、消費
者権益の保護、個人情報の保護等における
権利及び義務を明確にしなければならな
い。 
 
■第 33 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、そのトップページの顕著な位置に、
プラットフォームサービス規約及び取引規則
情報、又は上記情報のハイパーリンクを継
続的に公示し、かつ経営者及び消費者が容
易に、完全に閲覧及びダウンロードできるこ
とを保証しなければならない。 
 
■第 34 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、プラットフォームサービス規約及び
取引規則を改正する場合には、そのトップ
ページの顕著な位置において公開的に意
見を募集し、各関係者による即時かつ十分
な意見表明を確保できるよう、合理的な措置
を講じなければならない。改正内容は、少な
くとも実施の 7 日前に公示しなければならな
い。 
プラットフォーム内経営者が改正内容を
受け入れず、プラットフォームからの退出を
（（3）
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■第三十五条 电子商务平台经营者不得
利用服务协议、交易规则以及技术等手
段，对平台内经营者在平台内的交易、交
易价格以及与其他经营者的交易等进行不
合理限制或者附加不合理条件，或者向平
台内经营者收取不合理费用。 
 
 
 
■第三十六条 电子商务平台经营者依据
平台服务协议和交易规则对平台内经营者
违反法律、法规的行为实施警示、暂停或
者终止服务等措施的，应当及时公示。 
 
 
 
 
■第三十七条 电子商务平台经营者在其
平台上开展自营业务的，应当以显著方式
区分标记自营业务和平台内经营者开展的
业务，不得误导消费者。 
  电子商务平台经营者对其标记为自营
的业务依法承担商品销售者或者服务提供
者的民事责任。 
 
 
要求した場合、電子商取引プラットフォーム
経営者は、それを阻止してはならず、かつ改
正前のサービス規約と取引規則に従い関連
責任を負わなければならない。 
 
■第 35 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、サービス規約、取引規則及び技術
等の手段を利用して、プラットフォーム内経
営者のプラットフォームにおける取引、取引
価格及び他の経営者との取引等に対して不
合理な制限を行い、若しくは不合理な条件
を付し、又はプラットフォーム内経営者から
不合理な費用を徴収してはならない。 
 
■第 36 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、プラットフォームサービス規約及び
取引規則に基づいて、プラットフォーム内経
営者による法律、法規に違反する行為に対
して、警告、サービスの一時停止、又は終了
等の措置を講じる場合には、直ちに公示し
なければならない。 
 
■第 37 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、自己のプラットフォームにおいて自
営業務を展開する場合には、顕著な方式に
よって自営業務とプラットフォーム内経営者
が展開する業務を区分表示しなければなら
ず、消費者を誤認させてはならない。 
電子商取引プラットフォーム経営者は、自
営業務と表示した業務について、法に従い
（4）
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■第三十八条 电子商务平台经营者知道
或者应当知道平台内经营者销售的商品或
者提供的服务不符合保障人身、财产安全
的要求，或者有其他侵害消费者合法权益
行为，未采取必要措施的，依法与该平台
内经营者承担连带责任。 
  对关系消费者生命健康的商品或者服
务，电子商务平台经营者对平台内经营者
的资质资格未尽到审核义务，或者对消费
者未尽到安全保障义务，造成消费者损害
的，依法承担相应的责任。 
 
 
 
 
 
 
 
■第三十九条 电子商务平台经营者应当
建立健全信用评价制度，公示信用评价规
则，为消费者提供对平台内销售的商品或
者提供的服务进行评价的途径。 
  电子商务平台经营者不得删除消费者
对其平台内销售的商品或者提供的服务的
评价。 
 
 
商品販売者又はサービスプロバイダの民事
責任を負う。 
 
■第 38 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、プラットフォーム内経営者が販売す
る商品又は提供するサービスについて、人
身、財産の安全保障の要求に適合しないこ
と、若しくはその他の消費者の合法的権益
に対する侵害行為があることを知っていた、
又は知るべきであったにもかかわらず、必要
な措置を講じていなかった場合には、法に
従い当該プラットフォーム内経営者と連帯責
任を負う。 
消費者の生命健康に関わる商品又はサ
ービスについて、電子商取引プラットフォー
ム経営者がプラットフォーム内経営者の資質
資格に対する審査義務、又は消費者に対
する安全保障義務を怠ったことによって、消
費者に損害を与えた場合には、法に従い相
応の責任を負う。 
 
■第 39 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、健全な信用評価制度を構築し、信
用評価規則を公示し、プラットフォームの販
売商品又は提供サービスに対して評価を行
う方法を消費者に提供しなければならない。 
電子商取引プラットフォーム経営者は、そ
のプラットフォーム内における販売商品又は
提供サービスに対する消費者の評価を削除
してはならない。 
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■第四十条 电子商务平台经营者应当根
据商品或者服务的价格、销量、信用等以
多种方式向消费者显示商品或者服务的搜
索结果；对于竞价排名的商品或者服务，应
当显著标明“广告”。 
 
 
 
■第四十一条 电子商务平台经营者应当
建立知识产权保护规则，与知识产权权利
人加强合作，依法保护知识产权。 
 
 
 
■第四十二条 知识产权权利人认为其知
识产权受到侵害的，有权通知电子商务平
台经营者采取删除、屏蔽、断开链接、终止
交易和服务等必要措施。通知应当包括构
成侵权的初步证据。 
  电子商务平台经营者接到通知后，应当
及时采取必要措施，并将该通知转送平台
内经营者；未及时采取必要措施的，对损害
的扩大部分与平台内经营者承担连带责
任。 
  因通知错误造成平台内经营者损害的，
依法承担民事责任。恶意发出错误通知，
造成平台内经营者损失的，加倍承担赔偿
责任。 
 
 
 
■第 40 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、商品又はサービスの価格、販売数
量、信用等に基づいて各種方式によって消
費者に商品又はサービスの検索結果を表
示しなければならない。検索連動型広告の
商品又はサービスについては、顕著に「広
告」と表記しなければならない。 
 
■第 41 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、知的財産権の保護に関する規則を
制定し、知的財産権者との協力を強化し、
法に従い知的財産権を保護しなければなら
ない。 
 
■第 42 条 知的財産権者は、自己の知的
財産権が侵害されたと判断した場合には、
電子商取引プラットフォーム経営者にハイパ
ーリンクの削除、遮蔽、切断、取引及びサー
ビス終了等の必要な措置を講じるよう通知
する権利を有する。通知は、権利侵害を構
成する一応の証拠を含まなければならな
い。 
電子商取引プラットフォーム経営者は、通
知を受け取った後、直ちに必要な措置を講
じ、かつ当該通知をプラットフォーム内経営
者に転送しなければならない。直ちに必要
な措置を講じなかった場合には、拡大損害
についてプラットフォーム内経営者と連帯責
任を負う。 
誤った通知によってプラットフォーム内経
営者に損害を与えた場合には、法に従い民
（（（）
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■第四十三条 平台内经营者接到转送的
通知后，可以向电子商务平台经营者提交
不存在侵权行为的声明。声明应当包括不
存在侵权行为的初步证据。 
  电子商务平台经营者接到声明后，应当
将该声明转送发出通知的知识产权权利
人，并告知其可以向有关主管部门投诉或
者向人民法院起诉。电子商务平台经营者
在转送声明到达知识产权权利人后十五日
内，未收到权利人已经投诉或者起诉通知
的，应当及时终止所采取的措施。 
 
 
 
 
 
 
 
■第四十四条 电子商务平台经营者应当
及时公示收到的本法第四十二条、第四十
三条规定的通知、声明及处理结果。 
 
 
■第四十五条 电子商务平台经营者知道
或者应当知道平台内经营者侵犯知识产权
的，应当采取删除、屏蔽、断开链接、终止
事責任を負う。悪意で誤った通知を送付し、
プラットフォーム内経営者に損失を与えた場
合には、2 倍の賠償責任を負う。 
 
■第 43 条 プラットフォーム内経営者は、転
送された通知を受け取った後、電子商取引
プラットフォーム経営者に対して侵害行為が
存在しない旨の声明を出すことができる。声
明は、侵害行為の不存在に関する一応の証
拠を含まなければならない。 
電子商取引プラットフォーム経営者は、声
明を受け取った後、当該声明の通知を送付
した知的財産権者に転送し、かつ関係主管
部門への苦情申立て、又は人民法院への
訴訟申立てができることを告知しなければな
らない。電子商取引プラットフォーム経営者
は、転送された声明が知的財産権者に到達
した日から 15 日以内に、権利者による苦情
申立て、又は訴訟申立てがあった旨の通知
を受け取らなかったときは、直ちに講じた措
置を解除しなければならない。 
 
■第 44 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、この法律の第 42 条、第 43 条に規
定する通知、声明及び処理結果を受け取っ
たときは、直ちに公示しなければならない。 
 
■第 45 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、プラットフォーム内経営者が知的財
産権を侵害していることを知っていたか、又
は知るべきであった場合には、ハイパーリン
（（7）
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交易和服务等必要措施；未采取必要措施
的，与侵权人承担连带责任。 
 
 
 
■第四十六条 除本法第九条第二款规定
的服务外，电子商务平台经营者可以按照
平台服务协议和交易规则，为经营者之间
的电子商务提供仓储、物流、支付结算、交
收等服务。电子商务平台经营者为经营者
之间的电子商务提供服务，应当遵守法
律、行政法规和国家有关规定，不得采取
集中竞价、做市商等集中交易方式进行交
易，不得进行标准化合约交易。 
クの削除、遮蔽、切断、取引及びサービス終
了等の必要な措置を講じなければならな
い。必要な措置を講じていなかった場合は、
侵害した者と連帯責任を負う。 
 
■第 46 条 この法律の第 9 条第 2 項に規
定するサービスの他に、電子商取引プラット
フォーム経営者は、プラットフォームサービ
ス規約と取引規則に従い、経営者間の電子
商取引のために倉庫寄託、物流、支払決
済、交付等のサービスを提供することができ
る。電子商取引プラットフォーム経営者は、
経営者間の電子商取引のためにサービスを
提供する場合には、法律、行政法規及び国
の関連規定を遵守しなければならず、ダブ
ルオークション、マーケットメイク等による取
引をしてはならず、標準取引をしてはならな
い。 
第三章 电子商务合同的订立与履行 第 3 章 電子商取引契約の締結と履行 
■第四十七条 电子商务当事人订立和履
行合同，适用本章和《中华人民共和国民法
总则》《中华人民共和国合同法》《中华人民
共和国电子签名法》等法律的规定。 
 
 
 
■第四十八条 电子商务当事人使用自动
信息系统订立或者履行合同的行为对使用
该系统的当事人具有法律效力。 
■第 47 条 電子商取引当事者による契約
の締結と履行については、本章及び中華人
民共和国民法総則、中華人民共和国契
約法、中華人民共和国電子署名法等の法
律の規定を適用する。 
 
 
■第 48 条 電子商取引当事者が自動情報
システムを使用して契約を締結又は履行す
る行為は、当該システムを使用する当事者
に対して法的効力を有する。 
（（（）
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  在电子商务中推定当事人具有相应的
民事行为能力。但是，有相反证据足以推
翻的除外。 
 
 
■第四十九条 电子商务经营者发布的商
品或者服务信息符合要约条件的，用户选
择该商品或者服务并提交订单成功，合同
成立。当事人另有约定的，从其约定。 
  电子商务经营者不得以格式条款等方
式约定消费者支付价款后合同不成立；格
式条款等含有该内容的，其内容无效。 
 
 
 
 
■第五十条 电子商务经营者应当清晰、
全面、明确地告知用户订立合同的步骤、
注意事项、下载方法等事项，并保证用户
能够便利、完整地阅览和下载。 
  电子商务经营者应当保证用户在提交
订单前可以更正输入错误。 
 
 
 
 
■第五十一条 合同标的为交付商品并采
用快递物流方式交付的，收货人签收时间
为交付时间。合同标的为提供服务的，生
成的电子凭证或者实物凭证中载明的时间
为交付时间；前述凭证没有载明时间或者
電子商取引においては、当事者が相応
の民事行為能力を有するものと推定する。
但し、これを覆すのに足りる反証がある場合
を除く。 
 
■第 49 条 電子商取引経営者が掲載した
商品又はサービス情報が申込みの条件に
適合する場合には、ユーザーが当該商品又
はサービスを選択し、注文に成功したとき
に、契約が成立する。当事者に別途約定が
ある場合は、その約定に従う。 
電子商取引経営者は、約款等の方式によ
って消費者の代金支払後における契約の不
成立を約してはならない。約款等が当該内
容を含む場合、当該内容は無効とする。 
 
■第 50 条 電子商取引経営者は、ユーザ
ーに対して契約締結の手順、注意事項、ダ
ウンロード方法等の事項を明晰に、全面的
に、明確に告知し、かつユーザーが容易
に、完全に閲覧、ダウンロードできるよう、保
証しなければならない。 
電子商取引経営者は、ユーザーが注文
書を提出する前に入力ミスを訂正できるよ
う、保証しなければならない。 
 
■第 51 条 契約の目的が商品の交付であ
り、かつ宅配物流方式によって交付される場
合は、荷受人の受け取り時間を交付時間と
する。契約の目的がサービスの提供である
場合は、発行された電子証明書又は実物証
（（9）
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载明时间与实际提供服务时间不一致的，
实际提供服务的时间为交付时间。 
  合同标的为采用在线传输方式交付的，
合同标的进入对方当事人指定的特定系统
并且能够检索识别的时间为交付时间。 
  合同当事人对交付方式、交付时间另有
约定的，从其约定。 
 
 
 
 
 
 
■第五十二条 电子商务当事人可以约定
采用快递物流方式交付商品。 
  快递物流服务提供者为电子商务提供
快递物流服务，应当遵守法律、行政法规，
并应当符合承诺的服务规范和时限。快递
物流服务提供者在交付商品时，应当提示
收货人当面查验；交由他人代收的，应当经
收货人同意。 
  快递物流服务提供者应当按照规定使
用环保包装材料，实现包装材料的减量化
和再利用。 
  快递物流服务提供者在提供快递物流
服务的同时，可以接受电子商务经营者的
委托提供代收货款服务。 
 
 
 
 
明書に記載された時間を交付時間とする。
前記証明書に時間が記載されていない、又
は記載時間が実際のサービス提供時間と一
致しない場合には、実際のサービス提供時
間を交付時間とする。 
契約の目的がオンラインの伝達方式で交
付される場合、契約の目的が相手方の指定
した特定システムに入り、かつ検索識別でき
るようになった時間を交付時間とする。 
契約当事者は、交付方式、交付時間につ
いて別段の約定がある場合には、その約定
に従う。 
 
■第 52 条 電子商取引当事者は、宅配物
流方式で商品を交付することを約することが
できる。 
宅配物流サービスプロバイダは、電子商
取引に宅配物流サービスを提供する場合に
は、法律、行政法規を遵守し、かつ承諾した
サービス規範と期限に合致させなければな
らない。宅配物流サービスプロバイダが商品
を交付するときは、荷受人に交付場所で検
査するよう指摘しなければならない。他人が
代わりに受け取る場合には、荷受人の同意
を得なければならない。 
宅配物流サービスプロバイダは、規定に
従い環境保護に資する梱包資材を使用し、
梱包資材の削減と再利用を実現しなければ
ならない。 
宅配物流サービスプロバイダは、宅配物
流サービスを提供すると同時に、電子商取
（（0）
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■第五十三条 电子商务当事人可以约定
采用电子支付方式支付价款。 
  电子支付服务提供者为电子商务提供
电子支付服务，应当遵守国家规定，告知
用户电子支付服务的功能、使用方法、注
意事项、相关风险和收费标准等事项，不
得附加不合理交易条件。电子支付服务提
供者应当确保电子支付指令的完整性、一
致性、可跟踪稽核和不可篡改。 
  电子支付服务提供者应当向用户免费
提供对账服务以及最近三年的交易记录。 
 
 
 
 
 
 
 
■第五十四条 电子支付服务提供者提供
电子支付服务不符合国家有关支付安全管
理要求，造成用户损失的，应当承担赔偿
责任。 
 
 
■第五十五条 用户在发出支付指令前，
应当核对支付指令所包含的金额、收款人
等完整信息。 
引経営者の委託を受けて代金引換サービス
を提供することができる。 
 
■第 53 条 電子商取引当事者は、電子決
済方式によって代金を支払うことを約するこ
とができる。 
電子決済サービスプロバイダは、電子商
取引に電子決済サービスを提供する場合に
は、国の規定を遵守し、ユーザーに電子決
済サービスの機能、使用方法、注意事項、
関連リスク及び料金基準等の事項を告知し
なければならず、不合理な取引条件を付し
てはならない。電子決済サービスプロバイダ
は電子決済指令の完全性、一致性、追跡照
合可能性及び改竄不可能性を確保しなけ
ればならない。 
電子決済サービスプロバイダは、ユーザ
ーに対して照合サービス及び過去 3 年間の
取引記録を無償で提供しなければならな
い。 
 
■第 54 条 電子決済サービスプロバイダ
は、自己の提供した電子決済サービスが国
の支払安全管理に関連する要求に適合せ
ず、ユーザーに損失を与えた場合には、賠
償責任を負わなければならない。 
 
■第 55 条 ユーザーは、支払指示を出す
前に、支払指示に含まれる金額、受取人等
の完全な情報を確認しなければならない。 
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  支付指令发生错误的，电子支付服务提
供者应当及时查找原因，并采取相关措施
予以纠正。造成用户损失的，电子支付服
务提供者应当承担赔偿责任，但能够证明
支付错误非自身原因造成的除外。 
 
 
 
 
■第五十六条 电子支付服务提供者完成
电子支付后，应当及时准确地向用户提供
符合约定方式的确认支付的信息。 
 
 
■第五十七条 用户应当妥善保管交易密
码、电子签名数据等安全工具。用户发现
安全工具遗失、被盗用或者未经授权的支
付的，应当及时通知电子支付服务提供
者。 
  未经授权的支付造成的损失，由电子支
付服务提供者承担；电子支付服务提供者
能够证明未经授权的支付是因用户的过错
造成的，不承担责任。 
  电子支付服务提供者发现支付指令未
经授权，或者收到用户支付指令未经授权
的通知时，应当立即采取措施防止损失扩
大。电子支付服务提供者未及时采取措施
导致损失扩大的，对损失扩大部分承担责
任。 
支払指示に誤りがあった場合、電子決済
サービスプロバイダは直ちに原因を調査し、
関連措置を講じて是正しなければならない。
ユーザーに損失を与えた場合、電子決済サ
ービスプロバイダは、賠償責任を負わなけれ
ばならない。但し、決済トラブルが自己の原
因によらないことを証明できた場合は、この
限りでない。 
 
■第 56 条 電子決済サービスプロバイダ
は、電子決済の完了後、ユーザーと約した
方式に適合する支払確認情報を即時かつ
正確に提供しなければならない。 
 
■第 57 条 ユーザーは、取引のパスワー
ド、電子署名データ等のセキュリティツール
を適切に保管しなければならない。ユーザ
ーがセキュリティツールの紛失、盗用又は許
可のない支払いを発見したときは、直ちに電
子決済サービスプロバイダに通知しなけれ
ばならない。 
許可のない支払いによる損失は、電子決
済サービスプロバイダが負担する。電子決
済サービスプロバイダは、許可のない支払
いがユーザーの過失に起因することを証明
できた場合は、責任を負わない。 
電子決済サービスプロバイダは、支払指
示が許可されていないことを発見したか、又
はユーザーによる支払指示が許可されてい
ない旨の通知を受け取った場合には、直ち
に措置を講じて損失の拡大を防止しなけれ
（（2）
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ばならず、電子決済サービスプロバイダが直
ちに措置を講じなかったことによって損失が
拡大した場合には、損失の拡大部分につい
て責任を負う。 
第四章 电子商务争议解决 第 4 章 電子商取引紛争の解決 
■第五十八条 国家鼓励电子商务平台经
营者建立有利于电子商务发展和消费者权
益保护的商品、服务质量担保机制。 
  电子商务平台经营者与平台内经营者
协议设立消费者权益保证金的，双方应当
就消费者权益保证金的提取数额、管理、
使用和退还办法等作出明确约定。 
  消费者要求电子商务平台经营者承担
先行赔偿责任以及电子商务平台经营者赔
偿后向平台内经营者的追偿，适用《中华人
民共和国消费者权益保护法》的有关规定。 
 
 
 
 
 
 
 
■第五十九条 电子商务经营者应当建立
便捷、有效的投诉、举报机制，公开投诉、
举报方式等信息，及时受理并处理投诉、
举报。 
 
 
■第六十条 电子商务争议可以通过协商
和解，请求消费者组织、行业协会或者其
■第 58 条 国は、電子商取引プラットフォー
ム経営者が電子商取引の発展及び消費者
権益の保護に資する商品、サービスの品質
担保メカニズムを構築することを奨励する。 
電子商取引プラットフォーム経営者及び
プラットフォーム内経営者が消費者権益保
証金の設定について協議する場合、双方
は、消費者権益保証金の金額、管理、使用
及び返還方法等を明確に定めなければな
ければならない。 
消費者が電子商取引プラットフォーム経
営者に対して先行賠償責任の負担を要求
する場合、及び電子商取引プラットフォーム
経営者が賠償後にプラットフォーム内経営
者に対して求償をする場合には、中華人民
共和国消費者権益保護法の関連規定を適
用する。 
 
■第 59 条 電子商取引経営者は、便利な、
効果的な苦情申立て、通報メカニズムを確
立し、苦情申立て、通報方式等の情報を公
開し、即時に苦情、通報を受理かつ処理し
なければならない。 
 
■第 60 条 電子商取引紛争は、協議による
和解、消費者組織、業界協会又はその他の
（（3）
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他依法成立的调解组织调解，向有关部门
投诉，提请仲裁，或者提起诉讼等方式解
决。 
■第六十一条 消费者在电子商务平台购
买商品或者接受服务，与平台内经营者发
生争议时，电子商务平台经营者应当积极
协助消费者维护合法权益。 
■第六十二条 在电子商务争议处理中，
电子商务经营者应当提供原始合同和交易
记录。因电子商务经营者丢失、伪造、篡
改、销毁、隐匿或者拒绝提供前述资料，致
使人民法院、仲裁机构或者有关机关无法
查明事实的，电子商务经营者应当承担相
应的法律责任。 
■第六十三条 电子商务平台经营者可以
建立争议在线解决机制，制定并公示争议
解决规则，根据自愿原则，公平、公正地解
决当事人的争议。 
法に従って成立した調停組織への調停の申
立て、関係部門への苦情申立て、仲裁の申
立て、又は訴訟の提起等の方式によって解
決することができる。 
■第 61 条 消費者が電子商取引プラットフ
ォームにおいて商品を購入し、又はサービ
スを受けた場合に、プラットフォーム内経営
者との間で紛争が発生したときは、電子商
取引プラットフォーム経営者は、消費者の合
法的権益の維持に積極的に協力しなけれ
ばならない。 
■第 62 条 電子商取引紛争の処理におい
て、電子商取引経営者は契約書及び取引
記録の原本を提供しなければならない。電
子商取引経営者が上記資料を紛失、偽造、
改竄、廃棄、隠匿し、又はその提供を拒否し
たことによって、人民法院、仲裁機構又は関
係機関が事実を究明できなかった場合、電
子商取引経営者は、相応の法的責任を負
わなければならない。 
■第 63 条 電子商取引プラットフォーム経
営者は、オンライン紛争解決メカニズムを構
築し、紛争解決規則を制定かつ公示し、自
由意思の原則に基づき、当事者の紛争を公
平、公正に解決することができる。 
第五章 电子商务促进 第5章 電子商取引の促進 
■第六十四条 国务院和省、自治区、直辖
市人民政府应当将电子商务发展纳入国民
■第 64条 国務院及び省、自治区、直轄市
人民政府は、電子商取引の発展を国民経
（4）
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经济和社会发展规划，制定科学合理的产
业政策，促进电子商务创新发展。 
 
 
■第六十五条 国务院和县级以上地方人
民政府及其有关部门应当采取措施，支
持、推动绿色包装、仓储、运输，促进电子
商务绿色发展。 
 
 
■第六十六条 国家推动电子商务基础设
施和物流网络建设，完善电子商务统计制
度，加强电子商务标准体系建设。 
 
 
■第六十七条 国家推动电子商务在国民
经济各个领域的应用，支持电子商务与各
产业融合发展。 
 
■第六十八条 国家促进农业生产、加工、
流通等环节的互联网技术应用，鼓励各类
社会资源加强合作，促进农村电子商务发
展，发挥电子商务在精准扶贫中的作用。 
 
 
 
■第六十九条 国家维护电子商务交易安
全，保护电子商务用户信息，鼓励电子商
务数据开发应用，保障电子商务数据依法
有序自由流动。 
済、社会発展計画に組み入れ、科学的かつ
合理的な産業政策を制定し、電子商取引の
革新的発展を促進しなければならない。 
 
■第 65 条 国務院及び県級以上の地方人
民政府及びその関係部門は、グリーン包
装、倉庫寄託、輸送を推進し、電子商取引
のグリーン発展を推進する措置を講じなけ
ればならない。 
 
■第 66 条 国は、電子商取引のインフラスト
ラクチャー及び物流ネットワークの構築を推
進し、電子商取引統計制度を整備し、電子
商取引の標準システムの構築を強化する。 
 
■第 67 条 国は、国民経済の各分野にお
ける電子商取引の応用を推進し、電子商取
引と各産業との融合発展を支援する。 
 
■第 68 条 国は、農業の生産、加工、流通
等の各段階におけるインターネット技術の応
用を促進し、各種社会資源の協力強化を奨
励し、農村部における電子商取引の発展を
促進し、ピンポイント貧困扶助における電子
商取引の役割を発揮させる。 
 
■第 69 条 国は、電子商取引における取引
の安全を保護し、電子商取引のユーザー情
報を保護し、電子商取引のデータ開発、応
用を奨励し、法に基づく電子商取引データ
の秩序ある自由流動を保障する。 
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  国家采取措施推动建立公共数据共享
机制，促进电子商务经营者依法利用公共
数据。 
 
 
■第七十条 国家支持依法设立的信用评
价机构开展电子商务信用评价，向社会提
供电子商务信用评价服务。 
 
 
■第七十一条 国家促进跨境电子商务发
展，建立健全适应跨境电子商务特点的海
关、税收、进出境检验检疫、支付结算等管
理制度，提高跨境电子商务各环节便利化
水平，支持跨境电子商务平台经营者等为
跨境电子商务提供仓储物流、报关、报检
等服务。 
  国家支持小型微型企业从事跨境电子
商务。 
 
 
 
 
■第七十二条 国家进出口管理部门应当
推进跨境电子商务海关申报、纳税、检验
检疫等环节的综合服务和监管体系建设，
优化监管流程，推动实现信息共享、监管
互认、执法互助，提高跨境电子商务服务
和监管效率。跨境电子商务经营者可以凭
电子单证向国家进出口管理部门办理有关
手续。 
国は、公共データの共有メカニズムの構
築を推進し、電子商取引経営者による法に
基づく公共データの利用を促進する措置を
講じる。 
 
■第 70 条 国は、法に従って設立された信
用評価機構が電子商取引信用評価を進展
させ、社会に対して電子商取引信用評価サ
ービスを提供することを支持する。 
 
■第 71 条 国は、クロスボーダー電子商取
引の発展を促進し、クロスボーダー電子商
取引の特徴に適した健全な税関、税収、出
入国検査検疫、決済等の管理制度を確立
し、クロスボーダー電子商取引の各段階に
おける利便性を高め、クロスボーダー電子
商取引プラットフォーム経営者等によるクロ
スボーダー電子商取引に対する倉庫寄託、
物流、通関手続、検査申請等のサービスの
提供を支持する。 
国は、小型零細企業によるクロスボーダ
ー電子商取引への従事を支持する。 
 
■第 72 条 国の輸出入管理部門は、クロス
ボーダー電子商取引の税関申告、納税、検
査検疫等の段階における総合サービス及び
監督管理システムの構築を推進し、監督管
理プロセスを優良化し、情報共有、監督管
理の相互確認、法律執行の相互扶助を推
進し、クロスボーダー電子商取引におけるサ
ービス及び監督管理の効率を向上させる。
（（（）
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■第七十三条 国家推动建立与不同国
家、地区之间跨境电子商务的交流合作，
参与电子商务国际规则的制定，促进电子
签名、电子身份等国际互认。 
  国家推动建立与不同国家、地区之间的
跨境电子商务争议解决机制。 
クロスボーダー電子商取引経営者は、電子
文書に基づいて国の輸出入管理部門にお
ける関連手続を行うことができる。 
■第 73 条 国は、異なる国、地域との間に
おけるクロスボーダー電子商取引の交流、
協力を推進し、電子商取引に関する国際ル
ールの制定に参加し、電子署名、電子身分
等の国際相互承認を促進する。 
国は、異なる国、地域との間におけるクロ
スボーダー電子商取引紛争の解決メカニズ
ムの構築を推進する。
第六章 法律责任 第6章 法的責任 
■第七十四条 电子商务经营者销售商品
或者提供服务，不履行合同义务或者履行
合同义务不符合约定，或者造成他人损害
的，依法承担民事责任。 
■第七十五条 电子商务经营者违反本法
第十二条、第十三条规定，未取得相关行
政许可从事经营活动，或者销售、提供法
律、行政法规禁止交易的商品、服务，或者
不履行本法第二十五条规定的信息提供义
务，电子商务平台经营者违反本法第四十
六条规定，采取集中交易方式进行交易，
或者进行标准化合约交易的，依照有关法
律、行政法规的规定处罚。 
■第 74 条 電子商取引経営者は、商品を
販売し、又はサービスを提供する場合にお
いて、契約上の義務を履行しなかったとき、
若しくは履行した契約上の義務が約定に適
合しなかったとき、又は他人に損害を与えた
ときは、法に従い民事責任を負う。 
■第 75 条 電子商取引経営者がこの法律
の第 12 条、第 13 条の規定に違反して、関
連の行政許可を得ることなく経営活動に従
事し、若しくは法律、行政法規により取引が
禁止されている商品、サービスを販売、提供
した場合、又はこの法律の第 25 条に規定す
る情報提供義務を履行しなかった場合、又
は電子商取引プラットフォーム経営者がこの
法律の第 46 条の規定に違反する価格決定
方式による取引を行い、若しくは標準取引を
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■第七十六条 电子商务经营者违反本法
规定，有下列行为之一的，由市场监督管
理部门责令限期改正，可以处一万元以下
的罚款，对其中的电子商务平台经营者，
依照本法第八十一条第一款的规定处罚： 
（一）未在首页显著位置公示营业执照信
息、行政许可信息、属于不需要办理市场
主体登记情形等信息,或者上述信息的链接
标识的； 
（二）未在首页显著位置持续公示终止电子
商务的有关信息的； 
（三）未明示用户信息查询、更正、删除以
及用户注销的方式、程序，或者对用户信
息查询、更正、删除以及用户注销设置不
合理条件的。 
  电子商务平台经营者对违反前款规定
的平台内经营者未采取必要措施的，由市
场监督管理部门责令限期改正，可以处二
万元以上十万元以下的罚款。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
行った場合は、関連法律、行政法規の規定
に従い処罰する。 
 
■第 76 条 電子商取引経営者がこの法律
の規定に違反して次に掲げる行為を行った
場合、市場監督管理部門は期限を定めて
是正を命じ、1 万元以下の罰金に処するこ
とができる。電子商取引プラットフォーム経
営者は、この法律の第 81 条第 1 項の規定
に従い処罰する。 
（一）トップページの顕著な位置に営業許可
証情報、行政許可情報、市場主体登記を必
要としない場合に該当する等の情報、又は
上記情報のハイパーリンクを公示しなかった
場合。 
（二）トップページの顕著な位置に電子商取
引終了に関する情報を継続的に公示しなか
った場合。 
（三）ユーザーによる情報の閲覧、訂正、削
除及びユーザー登録の削除の方式、手続を
明示しなかった、又はユーザー情報の閲
覧、訂正、削除及びユーザー登録の削除に
ついて不合理な条件を付した場合。 
電子商取引プラットフォーム経営者が前
項の規定に違反したプラットフォーム内経営
者に対して必要な措置を講じなかった場
合、市場監督管理部門は、期限を定めて是
正を命じ、2 万元以上 10 万元以下の罰金に
処することができる。 
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■第七十七条 电子商务经营者违反本法
第十八条第一款规定提供搜索结果，或者
违反本法第十九条规定搭售商品、服务
的，由市场监督管理部门责令限期改正，
没收违法所得，可以并处五万元以上二十
万元以下的罚款；情节严重的，并处二十万
元以上五十万元以下的罚款。 
 
 
 
 
■第七十八条 电子商务经营者违反本法
第二十一条规定，未向消费者明示押金退
还的方式、程序，对押金退还设置不合理
条件，或者不及时退还押金的，由有关主
管部门责令限期改正，可以处五万元以上
二十万元以下的罚款；情节严重的，处二十
万元以上五十万元以下的罚款。 
 
 
 
 
■第七十九条 电子商务经营者违反法
律、行政法规有关个人信息保护的规定，
或者不履行本法第三十条和有关法律、行
政法规规定的网络安全保障义务的，依照
《中华人民共和国网络安全法》等法律、行
政法规的规定处罚。 
 
 
■第 77 条 電子商取引経営者がこの法律
の第 18 条第 1 項の規定に違反して、検索
結果を提供した場合、又はこの法律の第 19
条の規定に違反して商品、サービスの抱き
合わせ販売を行った場合、市場監督管理部
門は、期限を定めて是正を命じ、違法所得
を没収し、5 万元以上 20 万元以下の罰金
に処することができる。情状が重い場合は、
20 万元以上 50 万元以下の罰金を併科す
る。 
 
■第 78 条 電子商取引経営者がこの法律
の第 21 条の規定に違反して、消費者に対し
て保証金返還の方式、手続を明示しなかっ
た場合、保証金返還について不合理な条件
を付した場合、又は即時に保証金を返還し
なかった場合、関係主管部門は、期限を定
めて是正を命じ、5 万元以上 20 万元以下
の罰金に処することができる。情状が重い場
合は、20 万元以上 50 万元以下の罰金に
処する。 
 
■第 79 条 電子商取引経営者が法律、行
政法規の個人情報保護に関する規定に違
反した場合、又はこの法律の第 30 条及び関
連法律、行政法規が規定するサイバーセキ
ュリティ保障義務を履行しなかった場合は、
中華人民共和国サイバーセキュリティ法等
の法律、行政法規の規定に従い処罰する。 
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■第八十条 电子商务平台经营者有下列
行为之一的，由有关主管部门责令限期改
正；逾期不改正的，处二万元以上十万元以
下的罚款；情节严重的，责令停业整顿，并
处十万元以上五十万元以下的罚款： 
（一）不履行本法第二十七条规定的核验、
登记义务的； 
（二）不按照本法第二十八条规定向市场监
督管理部门、税务部门报送有关信息的； 
（三）不按照本法第二十九条规定对违法情
形采取必要的处置措施，或者未向有关主
管部门报告的； 
（四）不履行本法第三十一条规定的商品和
服务信息、交易信息保存义务的。 
  法律、行政法规对前款规定的违法行为
的处罚另有规定的，依照其规定。 
 
 
 
 
 
 
 
 
■第八十一条 电子商务平台经营者违反
本法规定，有下列行为之一的，由市场监
督管理部门责令限期改正，可以处二万元
以上十万元以下的罚款；情节严重的，处十
万元以上五十万元以下的罚款： 
■第 80 条 電子商取引プラットフォーム経
営者が次に掲げる行為を行った場合、関係
主管部門は、期限を定めて是正を命じる。
期限を過ぎても是正しなかった場合には、 
2万元以上 10 万元以下の罰金に処する。
情状が重い場合は、業務停止及び立て直し
を命じ、10 万元以上 50 万元以下の罰金
を併科する。 
（一）この法律の第27条に規定する審査、登
記義務を履行しなかった場合。 
（二）この法律の第 28 条の規定に従い市場
監督管理部門、税務部門に関連情報を送
付しなかった場合。 
（三）この法律の第 29 条の規定に従い違法
状況に対して必要な措置を講じなかった場
合、又は関係主管部門に報告しなかった場
合。 
（四）この法律の第 31 条に規定する商品及
びサービス情報、取引情報の保存義務を履
行しなかった場合。 
法律、行政法規により前項に規定する違
法行為の処罰について別段の定めがある場
合は、その規定に従う。 
 
■第 81 条 電子商取引プラットフォーム経
営者がこの法律の規定に違反して、次に掲
げる行為を行った場合、市場監督管理部門
は期限を定めて是正を命じ、2万元以上10
万元以下の罰金に処することができる。情状
が重い場合は、10 万元以上 50 万元以下
の罰金に処する。 
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（一）未在首页显著位置持续公示平台服务
协议、交易规则信息或者上述信息的链接
标识的； 
（二）修改交易规则未在首页显著位置公开
征求意见，未按照规定的时间提前公示修
改内容，或者阻止平台内经营者退出的； 
（三）未以显著方式区分标记自营业务和平
台内经营者开展的业务的； 
（四）未为消费者提供对平台内销售的商品
或者提供的服务进行评价的途径，或者擅
自删除消费者的评价的。 
电子商务平台经营者违反本法第四十
条规定，对竞价排名的商品或者服务未显
著标明“广告”的，依照《中华人民共和国广
告法》的规定处罚。 
 
 
 
 
 
 
 
■第八十二条 电子商务平台经营者违反
本法第三十五条规定，对平台内经营者在
平台内的交易、交易价格或者与其他经营
者的交易等进行不合理限制或者附加不合
理条件，或者向平台内经营者收取不合理
费用的，由市场监督管理部门责令限期改
正，可以处五万元以上五十万元以下的罚
款；情节严重的，处五十万元以上二百万元
以下的罚款。 
（一）トップページの顕著な位置にプラットフ
ォームサービス規約、取引規則に関する情
報、又は上記情報のハイパーリンクを継続
的に公示しなかった場合。 
（二）取引規則を改正する場合において、ト
ップページの顕著な位置で公開的に意見を
募集せず、規定の時間に従い事前に改正
内容を公示しなかったとき、又はプラットフォ
ーム内経営者の退出を阻止したとき。 
（三）顕著な方式で自営業務及びプラットフ
ォーム内経営者が展開する業務を区分表示
しなかった場合。 
（四）プラットフォームの販売商品又は提供
サービスに対して評価を行う方法を消費者
に提供せず、又は消費者による評価を無断
で削除した場合。 
電子商取引プラットフォーム経営者がこの
法律の第 40 条の規定に違反して検索連動
型広告の商品又はサービスについて顕著に
「広告」と明記しなかった場合は、中華人民
共和国広告法の規定に従い処罰する。 
 
■第 82 条 電子商取引プラットフォーム経
営者がこの法律の第 35 条の規定に違反し
て、プラットフォーム内経営者のプラットフォ
ームにおける取引、取引価格若しくはその
他の経営者との取引等に対して不合理な制
限を行い、又は不合理な条件を付し、又は
プラットフォーム内経営者から不合理な費用
を徴収した場合、市場監督管理部門は期限
内の是正を命じ、5 万元以上 50 万元以下の
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■第八十三条 电子商务平台经营者违反
本法第三十八条规定，对平台内经营者侵
害消费者合法权益行为未采取必要措施，
或者对平台内经营者未尽到资质资格审核
义务，或者对消费者未尽到安全保障义务
的，由市场监督管理部门责令限期改正，
可以处五万元以上五十万元以下的罚款；
情节严重的，责令停业整顿，并处五十万
元以上二百万元以下的罚款。 
 
 
 
 
 
■第八十四条 电子商务平台经营者违反
本法第四十二条、第四十五条规定，对平
台内经营者实施侵犯知识产权行为未依法
采取必要措施的，由有关知识产权行政部
门责令限期改正；逾期不改正的，处五万元
以上五十万元以下的罚款；情节严重的，处
五十万元以上二百万元以下的罚款。 
 
 
 
 
■第八十五条 电子商务经营者违反本法
规定，销售的商品或者提供的服务不符合
罰金に処することができる。情状が重い場合
は、50 万元以上 200 万元以下の罰金に処
する。 
 
■第 83 条 電子商取引プラットフォーム経
営者がこの法律の第 38 条の規定に違反し
て、プラットフォーム内経営者による消費者
の合法的権益に対する侵害行為について
必要な措置を講じなかった場合、又はプラッ
トフォーム内経営者に対して資格審査義務
を履行しなかった場合、又は消費者に対し
て安全保障義務を履行しなかった場合、市
場監督管理部門は、期限を定めて是正を命
じ、5 万元以上 50 万元以下の罰金に処
することができる。情状が重い場合は、業務
停止及び立て直しを命じ、50 万元以上 200
万元以下の罰金を併科する。 
 
■第 84 条 電子商取引プラットフォーム経
営者がこの法律の第 42 条、第 45 条の規定
に違反して、プラットフォーム内経営者によ
る知的財産権に対する侵害行為について、
法に従い必要な措置を講じなかった場合、
知的財産権関係行政部門は、期限を定め
て是正を命じる。期限を過ぎても是正しなか
った場合には、5 万元以上 50 万元以下の罰
金に処する。情状が重い場合は、50 万元
以上 200 万元以下の罰金に処する。 
 
■第 85 条 電子商取引経営者がこの法律
の規定に違反して、販売商品又は提供サー
（72）
特集・中国電子商取引法の研究
2（（
保障人身、财产安全的要求，实施虚假或
者引人误解的商业宣传等不正当竞争行
为，滥用市场支配地位，或者实施侵犯知
识产权、侵害消费者权益等行为的，依照
有关法律的规定处罚。 
■第八十六条 电子商务经营者有本法规
定的违法行为的，依照有关法律、行政法
规的规定记入信用档案，并予以公示。 
■第八十七条 依法负有电子商务监督管
理职责的部门的工作人员，玩忽职守、滥
用职权、徇私舞弊，或者泄露、出售或者非
法向他人提供在履行职责中所知悉的个人
信息、隐私和商业秘密的，依法追究法律
责任。
■第八十八条 违反本法规定，构成违反
治安管理行为的，依法给予治安管理处罚；
构成犯罪的，依法追究刑事责任。 
ビスが人身、財産の安全保障の要求に適合
せず、虚偽の又は誤認を生じさせる商業宣
伝等の不正競争行為を行い、市場支配的地
位を濫用し、又は知的財産権侵害、消費者
権益侵害等の行為を行った場合、関連法律
の規定に従い処罰する。 
■第 86 条 電子商取引経営者がこの法律
に規定する違法行為を行った場合、関連
法律、行政法規の規定に従い、信用システ
ムに記録し、かつ公示する。 
■第 87 条 法によって電子商取引監督管
理職責を負う部門の職員が職務を怠り、職
権を濫用し、不正行為を行った場合、又は
職務の遂行を通して知り得た個人情報、プラ
イバシー及び営業秘密を漏洩、売却若しく
は不法に他人に提供した場合、法に従い法
的責任を追究する。 
■第 88 条 この法律の規定に違反し、治安
管理違反行為を構成する場合、法に従い治
安管理処罰を科す。犯罪を構成する場合に
は、法に従い刑事責任を追究する。 
第七章 附则 第7章 附則 
■第八十九条 本法自 2019 年 1 月 1 日起
施行。 
■第 89 条 この法律は 2019 年 1 月 1 日よ
り施行する。 
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四　電子商取引法の意義－日本法への示唆として
（一）消費者保護法としての電子商取引法 19
　電子商取引法は、中国国内において、電子商取引の革新的発展を促進しう
る点、ユーザーと消費者の権利保護が図られている点、電子商取引プラット
フォームに対する規制が設けられている点、グリーン発展に寄与しうる点で
重要な意義を有する、と評されている。その中でも、日本法との比較におい
て特筆すべきは、消費者保護に関して比較的に詳細な規定が設けられている
点である。以下では、日本法への示唆を試みるための前提として、電子商取
引法における消費者保護規定の内容を整理する。
　電子商取引法における消費者保護の関連規定は、大きく以下の 3 つに分類
される。
　第一に、電子商取引経営者に対して消費者保護を義務付ける規定である。
具体的には、①電子商取引経営者の一般保護義務として、消費者権益やサイ
バーセキュリティ、個人情報の保護を義務付ける （ 条をはじめ、②電子商取
引経営者の販売商品や提供サービスについて、身体及び財産の安全保障の要
求への適合を義務付ける 13 条、③消費者の知る権利と選ぶ権利を保護する
ために、販売商品及び提供サービスに関する情報開示を義務付ける 17 条前
段、④取引の虚構及びユーザー評価の捏造等による虚偽宣伝の禁止を定めた
17 条後段、⑤消費者の趣味嗜好や消費習慣等の特徴に基づいて検索結果を
提供する場合における個人的特徴に依らない選択肢の提供を義務付ける 1（
条 1 項、⑥抱き合わせ販売について、顕著な方式による注意喚起を義務付け
る 19 条、⑦消費者と約した方式や期限による商品又はサービスの交付を義
務付ける 20 条本文、⑧保証金の返還について、その方式や手続きの明示を
義務付けるとともに、不合理な条件の設定を禁止する 21 条、⑨ユーザー情
報の閲覧・訂正・削除とユーザー登録の削除について、その方式や手続きの
明示と即時の対応を義務付けるとともに、不合理な条件の設定を禁止する
24 条、⑩約款等による代金支払後の契約不成立の約定を無効とする 49 条、
⑪契約締結の手順や注意事項、ダウンロード方法について、明確な告知と閲
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覧・ダウンロードの保証、注文書提出前における入力ミスの訂正機会の保証
を義務付ける （0 条、⑫便利かつ効果的な苦情申立て・通報のメカニズムの
構築と、苦情・通報に対する即時の対応を義務付ける （9 条の規定等が含ま
れる。
　第二に、電子商取引経営者のうち、とりわけ電子商取引プラットフォー
ム経営者による地位の濫用を規制する規定である。前述したように、中国
の取引実務においても、プラットフォーム経営者が優越的地位ないし市場支
配的地位を占める状況が多く見受けられており、結果として、消費者の権利
侵害を引き起こしていることから、上記の消費者保護義務に加えて、プラッ
トフォーム経営者のみを対象とした義務も措定されている。主に、2 章 2 節
の一部規定がこれに該当し、①プラットフォーム経営者の自営業務とプラッ
トフォーム内経営者の業務に関する顕著な方式による区分表示を義務付ける
37 条をはじめ、②消費者レビューに関して、プラットフォーム経営者によ
る信用評価制度の構築と信用評価規則の公示を義務付けるとともに、消費者
レビューの削除を禁止する 39 条、③検索連動型広告における顕著な広告表
記を義務付ける 40 条、④消費者とプラットフォーム内経営者との間におけ
る紛争の解決に際して、消費者権益の維持に向けた積極的な協力を義務付け
る （1 条の規定等が含まれる。
　また、電子商取引プラットフォーム経営者において負担すべき責任として
は、プラットフォーム内経営者による消費者の合法的権益に対する侵害行為
に関する連帯責任（3（ 条）、プラットフォーム内経営者に対する審査義務違
反及び消費者に対する安全保障義務違反に関する相応責任、消費者の請求に
基づく先行損害賠償責任（（（ 条 3 項）が規定されている。
　第三に、消費者の合法的権益が侵害された場合における電子商取引経営者
の法的責任に関する規定である。例えば、77 条によれば、電子商取引経営
者が 1（ 条 1 項の規定に違反して検索結果を提供した場合及び 19 条の規定に
違反して抱き合わせ販売を行った場合には、市場監督管理部門が期限を定め
て是正を命じ、これらの行為によって得られた違法所得を没収するととも
（7（）
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に、（ 万元以上 20 万元以下の罰金に処し、情状が重い場合には、20 万元以
上 （0 万元以下の罰金を併科することができる。また、7（ 条によれば、電子
商取引経営者が 21 条の規定に違反して消費者に対して保証金返還の方式や
手続きを明示しなかった場合や保証金返還について不合理な条件を付した場
合、即時に保証金を返還しなかった場合には、関係主管部門が期限を定めて
是正を命じるとともに、（ 万元以上 20 万元以下の罰金に処することができ、
情状が重い場合には、20 万元以上 （0 万元以下の罰金に処する。さらに、（3
条によれば、電子商取引経営者が 3（ 条の規定に違反してプラットフォーム
内経営者による消費者の合法的権益に対する侵害について必要な措置を講じ
なかった場合やプラットフォーム内経営者に対する審査義務を履行しなかっ
た場合、消費者に対する安全保障義務を履行しなかった場合には、市場監督
管理部門が期限を定めて是正を命じるとともに、（ 万元以上 20 万元以下の
罰金に処することができ、情状が重い場合は、（0 万元以上 200 万元以下の
罰金を併科する。この他にも、74 条、7（ 条、（1 条、（（ 条などが挙げられる。
（二）日本法の課題と電子商取引法による示唆
　2019 年 （ 月現在、日本では、まだ中国の電子商取引法のような電子商取
引に特化した特別法は制定されていないが、電子商取引市場の新たな動きに
合わせた消費者保護規定の整備に向けた議論は、すでに行われている。201（
年 （ 月以降、内閣府消費者委員会のオンラインプラットフォームにおける取
引の在り方に関する専門調査会は、消費者向け電子商取引（BtoB-EC）と個
人間電子商取引（CtoC-EC）を中心に、消費者がプラットフォーム利用者（財・
サービスの提供者、購入者）として安心して取引を行うことができるよう
に、財・サービスの提供者、購入者、プラットフォーム事業者等が果たすべ
き役割について検討を行い、そのために必要なルールや仕組みを明らかにす
る 20 との目的に基づいて、消費者保護規定の整備に関する議論を重ねており、
2019 年 4 月には、「オンラインプラットフォームにおける取引の在り方に関
する専門調査会報告書 21」をまとめている。
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　同報告書の中では、専門調査会によって、プラットフォーム事業者の存在
を前提とする取引市場の健全性と消費者の安全性を確保するためには、プ
ラットフォーム事業者の役割が重要であるものの、日本では、こうした健全
性と安全性の確保が関係行政機関の取組みや事業者の自主的な取組みに委ね
られており、プラットフォーム事業者が介在する取引全体に着目した特別法
が存在しない 22、との問題が提起されている。
　この点、中国の電子商取引法は、上述したように、2 章 1 節で、電子商取
引プラットフォーム経営者を含む電子商取引経営者一般に対して、身体及び
財産の安全保障、消費者の知る権利と選ぶ権利の保護、虚偽宣伝の禁止、個
人的特徴のみに基づく検索結果の提供の禁止、抱き合わせ販売に関する注意
喚起の実施等を義務付けており、2 節では、電子商取引プラットフォーム経
営者のみを対象として、自営業務に関する区分表示、消費者レビューの削除
の禁止、検索連動型広告における広告表記、消費者権益の維持に向けた積極
的な協力等を義務付けるなど、電子商取引プラットフォーム経営者をはじめ
とする電子商取引経営者に対する種々の規制を通して、消費者保護の実現を
図っている。また、こうした規制の実効性を担保するために、上記義務に違
反した場合の法的責任として、民事責任のみならず、関係部門による是正命
令等の行政処分や罰金に関する規定も置かれている。
　このような電子商取引法の規定内容は、消費者保護に必要なルールを比
較的網羅しているものであると評することができるのみならず、プラット
フォーム事業者が介在する取引における消費者保護のあり方を模索する日本
法に対しても、一定の有益な示唆を与えうるように思われる。
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